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事務事業シート（実施計画事前基礎シート）
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５．今後の方向性（担当室による内部評価）

（中事業名）※予算書事業名

幼保一元化推進事業

人
工
数

②概算人件費 4,190千円

0.50人 0.50人 0.50人

0.20人 0.20人臨時職員等

職員

4,190千円

0.10人

(0千円) 2,095千円 4,190千円

0.20人

①+②総事業費 4,190千円(0千円) 2,095千円 4,190千円 4,190千円

内
訳

(

千
円

)

国･県支出金

その他（　　　）

0地方債

一般財源 (0)

0

0.20人

4,190千円 4,190千円

0

0.50人

00 0 0 0

0.25人

・｢市町村子ども・
子育て支援事業
計画｣の事業推進
・保育所及び幼稚
園の協議会運営と
幼保一元化に向
けた取組(認定こど
も園、幼児教育等)

0千円

・｢市町村子ども･
子育て支援事業計
画｣策定作業
・保育所及び幼稚
園の協議会運営と
幼保一元化に向け
た取組(認定こども
園、幼児教育等)

・｢市町村子ども･
子育て支援事業
計画｣の事業推進
・保育所及び幼稚
園の協議会運営
と幼保一元化に
向けた取組(認定
こども園、幼児教
育等)

0千円 0千円 0千円 0千円

0

主な事業の
実績・計画

・幼保一元化に向け、市内全
幼稚園(公立・私立)による名
張市幼稚園連絡協議会の発
足（平成25年度から運用）

・国の子ども子育て新システ
ム（平成25年度から一部施行
予定）に係る準備作業（資料
収集・整理）

・子ども・子育て関連３法に基
づく「市町村子ども・子育て支
援事業計画」策定のための準
備作業（需要量調査、審議組
織の設置）

・保育所(園)及び幼稚園の協
議会運営と幼保一元化に向
けた取組（総合こども園、幼児
教育等）

　全ての子どもの良質な成育環境を保障し、子ども・子
育て家庭を社会全体で支援することを目的とする、子
ども・子育て関連３法が成立しました。その事業の一つ
となる「認定こども園（幼保一体化施設）」の整備に向け
た取組を行います。そのために、「名張市子ども権利委
員会」から答申を受けた就学前教育・保育施設の適正
配置や幼児教育のあり方等の方向性を充分反映した
計画を策定し、随時実施していきます。

H.26年度（事業計画） H.27年度（事業計画）

H.24年度（事業量・取組実績）

会計区分

一般会計

民生費

児童福祉費

政 策  互いに認めあい支えあう、健康で安心できる暮らし

基本政策 自立を支える地域福祉の充実

H.25年度（事業量・取組計画）
３．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

担当室名 室長名

子育て・子ども支援

小 施 策 保育サービスの充実

重点施策コード 3-6.子育て・こども支援の充実（幼保一元化の推進）

総
合
計
画

(H.25)No.

幼保一元化推進事業

施 策

6124

子ども部 子ども政策室 大西　哲

事務事業名

担当部局名

6124 (H.24)No.

事業コード 196901

H.25年度(作成時予算額)

（小事業名）

保育所費 幼保一元化推進事業

H.27年度（計画予算）H.26年度（計画予算）

事業目的（めざす効果）

H.24年度（決算見込）

　当該事業は、子ども・子育て関連３法に基づき実施されることになり
ます。そのため市町村は｢市町村子ども・子育て支援事業計画」を策
定する必要があることから、平成25年度にその審議組織を設置し、
計画策定を進めていきます。

考察（H.24年度の取組評価、課題） 今後の対応方針（課題解決への取組、工夫・改善の内容）

0 0

①直接事業費

H.28年度（計画予算）

・幼保一元化の推進（認定こども園の取組）
・就学前教育・保育施設の適正規模・適正配置
・公立・私立の保育所・幼稚園における幼児教育の方
向性の統一

事業内容

H.28年度（事業計画）

６．事務事業の取組に関係する主な市の計画具体的な見直し内容・検討内容、継続の理由

該当しない

４．担当室による事務事業の点検 （*点検等による成果向上や見直しが困難な事業(法令等による義務的経費、災害復旧等緊急事業など)は点検対象外）

　平成24年3月の名張市子ども権利委員会の答申で、公立・私立の幼
稚園の連携を図るための組織体制づくりが示されたことから、平成24
年度はその整備を行いました。平成25年度はその組織を活用したなか
で、今後の幼児教育のあり方や公立・私立の役割分担等を議論してい
く必要があります。

点検項目 内容（施策達成への貢献内容、連携･協働の実践･検討内容）

　核家族化や女性の社会参加、生活様式の多様化等、子育て環境
が大きく変化するなかで、教育、福祉などが連携を図り、様々なニー
ズに対応可能な保育環境の充実に大いに貢献しています。

事業内容や取組成果は、総合計画の施策達成に貢献しているか

Ａ（２つ以上の施策指標達成に貢献又は基本方針達成に特に貢献）

次世代育成支援行動計画、ばりっ子すく
すく計画、市政一新プログラム-完結編-、
男女共同参画事業実施計画

　当該事業は、子ども・子育て関連３法に基づき実施されることになっています。今後、策定し
ていくことになる「市町村子ども・子育て支援事業計画｣に基づき事業を推進していくことで、保
育サービスの充実を図っていくことになります。

地域づくり組織、市民活動団体等との連携･協働は図れないか

 【選択肢】
　 継続（改善）、継続（現行）、継続（拡大）、継続（縮小）、統合検討、休止検討、廃止検討、事業完了（予定含む）

継続（拡大）


